
災害時における応急措置に関する協定

上田市（以下｢甲｣という。）と上田市防災支援協会（以下｢乙｣という。）とは、災害時にお

ける応急措置の万全を期するため、次のとおり協定を締結する。

（趣 旨）

第１条 この協定は、上田市地域防災計画（以下｢防災計画｣という。）に基づき、甲が乙の協

力を得て行う応急措置を円滑に実施するため、その実施に関し必要な事項を定めるものと

する。

（協力要請）

第２条 甲は防災計画に基づき、応急措置を実施する必要が生じた場合は、乙に対し次の各

号に掲げる事項を明らかにし、協力を要請するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類及び数量

（４）必要とする場所、内容及び期間

（５）その他必要な事項

（応急措置の実施）

第３条 乙は甲から応急措置の要請を受けた場合は、業務上の支障又はやむを得ない理由の

ない限りこれを受諾し、甲の指示を受け、要請に従って応急措置に従事するものとする。

（事前計画）

第４条 応急措置を円滑に実施するため、乙は、組織体制及び連絡体制を事前に定めておか

なければならない。

（経費の負担）

第５条 この協定に基づく応急措置に要した経費は、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担す

る。

２ 前項の規定により、乙が実施した応急措置に対して甲が負担する費用の積算単価は、災

害発生時における実勢単価とする。

（損害補償）

第６条 甲は、第３条の規定に基づき業務に従事した者が、当該活動により死亡し、負傷し、

若しくは疾病にかかり、又は障害を有することとなったときは、労働者災害補償保険法（昭

和２２年法律第５０号）の適用がある場合を除き、上田市消防団員等公務災害補償条例（平

成１８年上田市条例第２２６号）の規定に準じて補償を行うものとする。

２ 乙の現場活動により生じた建設機械の損傷についての補償は、甲乙協議のうえ定めるも

のとする。

（第三者に対する措置）

第７条 応急措置の従事中に、第三者に対して及ぼした損害についての賠償方法及び賠償額

の負担割合は、甲乙協議のうえ定めるものとする。



（報 告）

第８条 乙は、第３条の規定により応急措置に従事した場合は、次の各号に掲げる事項を文

書により甲に報告するものとする。

（１）応急措置に従事した人員、名簿及びそれぞれの応援に従事した時間

（２）応急措置に使用した機器類の種別、台数及び使用時間数

（３）その他必要な事項

２ 甲は、前項による応急措置の終了報告を受けたときは、乙に対し速やかに協力要請を解

除するものとする。

（費用等の請求）

第９条 乙は、第５条に規定する費用及び第６条に規定する補償（以下｢費用等｣という。）

を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（支 払）

第１０条 甲は、前条の規定により費用等の請求があったときは、その内容を審査し、適当

であると認めたときは、その費用等を速やかに支払うものとする。

（協定期間）

第１１条 この協定の有効期間は、平成２０年２月１４日から平成２０年３月３１日までと

する。ただし、この協定の期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないと

きは、更に１年間この協定を更新するものとし、以後もまた同様とする。

（疑義等の決定）

第１２条 この協定に定めのない事項及びこの協定について疑義が生じたときは、甲乙協議

して定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を

保有するものとする。

平成２０年２月１４日

上田市大手一丁目１１番１６号

甲 上 田 市

上記代表者 上田市長 母 袋 創 一 印

上田市材木町一丁目２番３１号

乙 上田市防災支援協会

上記代表者 会 長 深 井 正 文 印


